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障がい者福祉計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

※ 指標の数値は、令和 4 年度実績と 

 令和 11 年度見込量 

計画策定の背景と趣旨 

〇障がい者福祉計画は、障害者基本法第 11 条第３項に基づき策定する市町村障害者

計画で、障がい者のための施策に関する最も基本的な計画 

〇障がい福祉計画は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

第 88 条第１項、障がい児福祉計画は児童福祉法第 33 条の 20 に基づき、福祉サー

ビス等の提供体制の確保と業務の円滑な実施のための計画 

〇地域社会における障がい者の実態や国・県の障がい者施策の動向を踏まえながら、

障がい者の自立及び社会参加を支援する施策を進めていく必要がある。 

計画の位置付け 

 

計画の期間 

 令和６年度から令和

11 年度までの６年間 

（障がい福祉計画・障が

い児福祉計画は３年毎

に見直し） 

 

 

【基本目標１】 

障がい者が自らの選択により地域住民の一

人として生活できる環境の促進 

【基本施策１】 

自立に向けたサービスの充実と環境の整

備 

(１)自立した生活支援の充実 

(２)相談・情報提供体制の充実 

(３)経済的自立に向けた支援の充実 

(４)保健・医療サービスの連携 

(５)障がいのある児童への支援の充実 

(６)働く場の確保 

基本理念  「ともに支えあい 自分らしく暮らす しあわせと安心のまちの実現」 

障害者基本法において、障がいの有無にかかわらず、相互に人格と個性を尊重しながら共生する「地域社会における

共生」の理念が掲げられ、差別の禁止と合理的配慮の提供が規定されています。それに基づき、社会参加の確保、生活

の選択の確保、意思疎通の手段の確保などの障がい福祉施策、及び障がいを理由とする差別の解消の推進に関する施策

を展開して、共生社会の実現を目指します。 

ＳＤＧｓの推進 

 

         

         

         

 

【基本目標２】 

障がい者の社会参加の推進 

【基本施策２】 

社会参加の機会の確保 

(１)社会参加のための手段の確保 

(２)社会参加の機会の拡大 

 

【基本目標３】 

障がい者を受入れる地域社会の形成、

充実 

【基本施策３】 

地域で支え合う仕組みの構築 

(１)差別の解消と権利擁護の推進 

(２)バリアフリー化の推進 

(３)啓発・広報活動の推進 

(４)ボランティア活動の支援 

(５)防災・防犯・緊急時の対策の推進 

４ 質の高い教育をみんなに 

10 人や国の不平等をなくそう 

17 パートナーシップで目標を達成しよう 

３ すべての人に健康と福祉を １ 貧困をなくそう 

８ 働きがいも経済成長も 

16 平和と公正をすべての人に 

第５次障害者基本計画【国】 

令和５年～９年度 
第５次東根市総合計画 

第６次山形県障がい者計画 

令和６年～11 年度 

第２次東根市地域福祉計画 

第３次東根市障がい福祉計画 

（令和６年～11 年度） 

第７期東根市障がい福祉計画 

第３期東根市障がい児福祉計画 

（令和６年～８年度） 

【関連性の高い計画】 

東根市老人福祉計画 

及び介護保険事業計画 

健康ひがしね２１ 

東根市スポーツ推進計画 

東根市地域防災計画 

指標２ 社会参加の機会の拡充 

移動支援（個別支援）の利用時間（時間/年） 

155 時間→169 時間 

手話通訳者等派遣件数（件/年） 

67 件→70 件 

指標３ 地域で支えあう仕組み 

地域生活移行者数       0 人→5人 

（施設入所から GH などに移行） 

施設入所者数（人/年）    54 人→50 人 

 

障がい福祉計画及び障がい児福祉計画 

計画の基本理念 

障害者総合支援法および児童福祉法の基本理念、国の基本指針 

に基づき、サービスの基盤整備に関わる基本的な考え及び障がい 

者福祉計画を踏まえ、基本理念を定めます。 

 

 
１．障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

２．障がい種別によらない一元的な障がい福祉サービスの実施 

３．課題に対応したサービス提供体制の整備 

４．障がい児の健やかな育成のための支援 

５．障がい福祉人材の確保 

６．障がい者の社会参加を支える取組 

７．地域共生社会の実現に向けた取組 

 

 

・ニーズに応じた訪問系サービスの保障 

・ニーズに応じた日中活動系サービスの保障 

・グループホーム等の充実および地域生活支

援拠点等の整備と機能の充実 

・福祉施設から一般就労への移行等の推進 

・強度行動障がいや高次脳機能障がいを有す

る障がい者に対する支援体制の充実 

・依存症対策の推進 

 

 

・地域支援体制の構築 

・保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機

関と連携した障がい児への支援 

・障がい児の地域社会への参加・包容の推進 

・特別な支援が必要な障がい児に対する支援

体制の整備 

・障がい児相談支援の提供体制の確保 

 

・相談支援体制の構築 
・地域生活への移行や地域定着のための支援体制の確保 
・発達障がい者等に対する支援 

障がい児支援の提供体制の確保 

に関する基本的な考え方 

障がい福祉サービスの提供体制確保 

に関する基本的な考え方 

相談支援の提供体制の確保に関する基本的な考え方 

指標１ 障害福祉サービス等の見込量 

自立訓練利用累計人数（人/年）84 人→168 人 

生活介護利用累計人数（人/年） 

1,056 人→1,308 人  

就労継続支援利用累計人数（人/年） 

1,356 人→2,028 人 


